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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には消費税及び地方消費税（以下消費税等という）は含まれておりません。 

３ 第105期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

４ 第106期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第105期

第１四半期連結 
累計期間 

第106期
第１四半期連結 

累計期間 
第105期

会計期間 
自平成22年４月１日
至平成22年６月30日 

自平成23年４月１日 
至平成23年６月30日 

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日 

売上高 （百万円）  626,983  715,346  2,771,523

経常利益 （百万円）  15,184  31,368  96,094

四半期(当期)純利益 （百万円）  3,438  12,981  28,933

四半期包括利益又は包括利益 （百万円）  79  13,080  26,161

純資産額 （百万円）  324,869  356,559  350,239

総資産額 （百万円）  1,483,906  1,616,408  1,579,424

１株当たり四半期(当期)純利

益金額 
（円）  4.06  15.32  34.16

潜在株式調整後１株当たり四

半期(当期)純利益金額 
（円）  3.92  －  33.58

自己資本比率 （％）  20.8  20.9  21.1

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（１）業績の状況  

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により、引き続き厳しい状況にあるなか

で、一部では上向きの動きもみられるようになりました。一時的に低迷していた企業収益は、サプライチェーンの立

て直しが進み、生産活動が回復していくことに伴い景気の持ち直しが期待されております。一方、個人消費について

は、下げ止まりつつありますが、完全失業率が高水準で推移しており、雇用情勢は依然として厳しい状況にありま

す。また、電力供給の制約や原子力災害及び原油高の影響に加え、海外経済の回復がさらに緩やかになること等によ

り、景気が下振れするリスクが存在します。こうした中で、原油価格の上昇に伴い、国内の石油製品市況は回復基調

をたどりましたが、石油製品需要の停滞傾向の回復には至りませんでした。 

 原油価格は、期初１バーレル111ドル台であったドバイ原油が、中東、北アフリカ情勢の懸念から一時119ドル台ま

で高騰しましたが、国際エネルギー機関(IEA)による石油備蓄放出の発表等を受け期末は106ドル台となりました。 

 為替相場は、欧州問題の影響を受けて、期初の83円台から円高で推移し期末は80円台となりました。 

 このような経営環境の下、当社グループは、平成22年度を初年度とする３カ年の「第４次（10～12年度）連結中期

経営計画」の２年目にあたり、その計画達成に向けて徹底的な「合理化」と会社全体での「変革」をグループ一丸と

なって実行してまいりました。 

 こうした経営活動の結果、当第１四半期連結累計期間の連結経営成績は、売上高は7,153億円(前年同期比＋883億

円)、営業利益は296億円(前年同期比＋146億円)、経常利益は314億円(前年同期比＋162億円)、四半期純利益は130億

円(前年同期比＋96億円)となりました。 

 各セグメントの業績を示すと次のとおりであります。  

[石油事業]  

 石油事業につきましては、東日本大震災の影響を受け、国内需要停滞による販売数量の減少や代替供給コストの負

担増加等により収益が悪化しました。しかし、原油価格の上昇により在庫評価の影響は大幅にプラスとなりました。

 以上の結果、石油事業の経営成績は、売上高6,999億円(前年同期比＋830億円)、セグメント利益184億円(前年同期

比＋92億円)となりました。 

[石油化学事業] 

 石油化学事業につきましては、売上高は63億円(前年同期比△16億円)となりました。市況の回復に伴い、セグメン

ト利益14億円(前年同期比＋12億円)となりました。 

[石油開発事業]  

 石油開発事業につきましては、原油価格が堅調に推移したことを受け、売上高199億円(前年同期比＋35億円)、セ

グメント利益132億円(前年同期比＋44億円)となりました。 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。 

（３）研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,008百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  

（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

財政状態  

 当第１四半期連結会計期間末の連結財政状態と致しましては、総資産は1兆6,164億円となり、前年度末比370億

円増加しております。これは、主に原油価格の上昇に伴いたな卸資産が増加したことによるものです。純資産は

3,566億円、前年度末比64億円の増加となり、自己資本比率は20.9%となりました。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

   

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  1,700,000,000

計  1,700,000,000

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月２日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  847,705,087  847,705,087

 ㈱東京証券取引所 

（市場第一部） 

 ㈱大阪証券取引所 
（市場第一部） 

 ㈱名古屋証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

1,000株 

計  847,705,087  847,705,087 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式総数
残高（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成23年４月１日～ 

平成23年６月30日  
 －  847,705  －  107,246  －  89,439

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式    279,000
― ― 

（相互保有株式） 

普通株式   1,304,000
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  845,401,000  845,401 ― 

単元未満株式 普通株式    721,087 ― １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数  847,705,087 ― ― 

総株主の議決権 ―  845,401 ― 

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

(相互保有株式)           

丸善石油化学㈱ 
東京都中央区八丁

堀2-25-10 
 800,000 ―   800,000  0.09

㈱キタセキ 
宮城県岩沼市相の

原3-1-6 
 340,000 ―   340,000  0.04

北日本石油㈱ 
東京都中央区日本

橋蛎殻町1-28-5 
 164,000 ―   164,000  0.01

(自己保有株式)           

コスモ石油㈱ 
東京都港区芝浦1-

1-1 
 279,000 ―   279,000  0.03

計  ―  1,583,000 ―   1,583,000  0.18

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１ 【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 94,343 107,504

受取手形及び売掛金 229,618 216,350

商品及び製品 204,867 240,755

仕掛品 985 1,188

原材料及び貯蔵品 197,122 196,193

その他 66,759 76,087

貸倒引当金 △332 △240

流動資産合計 793,363 837,839

固定資産   

有形固定資産   

土地 302,808 302,694

その他（純額） 300,831 294,194

有形固定資産合計 603,639 596,888

無形固定資産 11,517 11,361

投資その他の資産   

その他 171,492 170,918

貸倒引当金 △912 △907

投資その他の資産合計 170,579 170,010

固定資産合計 785,736 778,260

繰延資産   

社債発行費 324 307

繰延資産合計 324 307

資産合計 1,579,424 1,616,408

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 243,914 255,357

短期借入金 176,366 203,366

未払金 151,767 163,953

未払法人税等 7,252 11,602

災害損失引当金 4,237 3,253

その他 38,636 35,586

流動負債合計 622,173 673,119

固定負債   

社債 57,000 57,000

長期借入金 466,765 446,225

特別修繕引当金 6,689 7,035

退職給付引当金 5,647 5,546

その他 70,909 70,922

固定負債合計 607,011 586,729

負債合計 1,229,185 1,259,849
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 107,246 107,246

資本剰余金 89,440 89,440

利益剰余金 119,803 126,008

自己株式 △138 △139

株主資本合計 316,351 322,556

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 669 857

繰延ヘッジ損益 6,459 5,089

土地再評価差額金 14,147 14,144

為替換算調整勘定 △4,898 △4,853

その他の包括利益累計額合計 16,378 15,236

少数株主持分 17,508 18,765

純資産合計 350,239 356,559

負債純資産合計 1,579,424 1,616,408
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 626,983 715,346

売上原価 580,666 654,393

売上総利益 46,317 60,953

販売費及び一般管理費 31,363 31,306

営業利益 14,953 29,647

営業外収益   

受取利息 68 33

受取配当金 561 551

持分法による投資利益 1,232 2,419

その他 2,082 3,037

営業外収益合計 3,944 6,042

営業外費用   

支払利息 3,013 3,078

その他 698 1,243

営業外費用合計 3,712 4,322

経常利益 15,184 31,368

特別利益   

固定資産売却益 192 34

関係会社株式売却益 － 78

投資有価証券割当益 151 －

特別利益合計 344 112

特別損失   

固定資産売却損 23 8

固定資産処分損 368 211

減損損失 176 77

投資有価証券評価損 － 900

災害による損失 － 4,731

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,660 －

生産物分与費用回収権償却損 3,523 －

特別損失合計 5,753 5,929

税金等調整前四半期純利益 9,775 25,551

法人税等 6,037 11,338

少数株主損益調整前四半期純利益 3,737 14,213

少数株主利益 299 1,232

四半期純利益 3,438 12,981
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 3,737 14,213

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,620 181

繰延ヘッジ損益 △1,927 △1,519

為替換算調整勘定 △13 △513

持分法適用会社に対する持分相当額 △97 719

その他の包括利益合計 △3,658 △1,132

四半期包括利益 79 13,080

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △224 11,843

少数株主に係る四半期包括利益 304 1,237
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

 重要な変更はありません。 

【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１ 税金費用の計算  当社及び一部の連結子会社における税金費用については、当第１四半期連

結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日）  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

 １ 偶発債務 

(1)保証債務  

関係会社の金融機関からの借入金に対する債務保証

等を行っております。 

 １ 偶発債務 

(1)保証債務  

関係会社の金融機関からの借入金に対する債務保証

等を行っております。 

  （百万円）

HC Petrochem Co., Ltd.  10,976

従業員及び特約店等５社  2,837

合計  13,813

  （百万円）

HC Petrochem Co., Ltd.  10,962

従業員及び特約店等６社  1,462

合計  12,424

(2)訴訟関係 

防衛庁への石油製品納入に係る入札に関し当社他が

独占禁止法違反に問われている件につきましては、平

成20年１月16日付をもって公正取引委員会から課徴金

納付命令（金額 百万円）を受けましたが、平成20

年２月15日当社は更なる審理を求め、公正取引委員会

へ審判手続の開始請求を行い、これを受けて公正取引

委員会は平成20年３月24日付で審判開始決定を行いま

した。当連結会計年度中、１回の期日が開かれた結

果、平成23年２月16日付で審決を受け、当社は平成23

年３月15日開催の取締役会において、審決の取消しを

求める訴訟を提起しないことを決議いたしました。こ

れに伴い、 百万円を訴訟関連損失（特別損失）に

含めて計上しております。  

 ２ 財務制限条項 

借入金のうち、 百万円（１年内返済予定額を

含む）には、下記のいずれかに抵触した場合、該当す

る融資契約上の債務について期限の利益を喪失する財

務制限条項が付いております。（契約ごとに条項は異

なりますが、主なものを記載しております。） 

① 各年度の連結及び単体の損益計算書に示される経

常損益が３期連続して損失とならないこと。 

② 各年度及び第２四半期の末日における連結貸借対

照表における純資産の部の金額を、 億円以

上に維持すること。 

③ 各年度及び第２四半期の末日における単体の貸借

対照表における純資産の部の金額を、平成18年９

月期比 ％以上に維持すること。 

上記のほか、一部の連結子会社において、借入金

百万円（１年内返済予定額を含む）に財務制限条項が

付いており、当該条項のいずれかに抵触した場合、取

引金融機関等から取引条件の見直しを求められます。

当連結会計年度末において一部の条項に抵触しており

ますが、当該事実について取引金融機関の承諾を得て

おります。  

1,751

1,751

141,152

2,960

75

720

(2)訴訟関係 

当社は、平成７年度から平成10年度における防衛庁

（現防衛省）への石油製品納入に係る入札に関し、平

成17年12月に国から不当利得返還請求を提訴され、平

成23年６月27日に東京地方裁判所の判決において、

1,915百万円及び年５分の割合による利息の支払いを命

じられました。なお、当社はこの判決に対し、平成23

年7月11日に東京高等裁判所に控訴を提起しました。 

  

  

  

  

  

  

 ２ 財務制限条項 

借入金のうち、 百万円（１年内返済予定額を

含む）には、下記のいずれかに抵触した場合、該当す

る融資契約上の債務について期限の利益を喪失する財

務制限条項が付いております。（契約ごとに条項は異

なりますが、主なものを記載しております。） 

① 各年度の連結及び単体の損益計算書に示される経

常損益が３期連続して損失とならないこと。 

② 各年度及び第２四半期の末日における連結貸借対

照表における純資産の部の金額を、 億円以

上に維持すること。 

③ 各年度及び第２四半期の末日における単体の貸借

対照表における純資産の部の金額を、平成18年９

月期比 ％以上に維持すること。 

132,382

2,960

75
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 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四

半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費及び

負ののれん償却額は、次のとおりであります。 

  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

配当金支払額 

  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

配当金支払額 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

  

  （百万円）

減価償却費   10,475

負ののれん償却額  △312

  

  （百万円）

減価償却費   10,160

負ののれん償却額  △312

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 6,779 ８  平成22年３月31日  平成22年６月24日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  6,779 ８  平成23年３月31日  平成23年６月24日 利益剰余金 
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前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 (単位：百万円)

（注） １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事業、保険代理業、リース業、

旅行業、風力発電業等を含んでおります。 

２ セグメント利益調整額△3,277百万円には、セグメント間取引消去△40百万円、棚卸資産の調整額△3,051百

万円、固定資産の調整額△183百万円が含まれております。  

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。  

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 (単位：百万円)

（注） １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事業、保険代理業、リース業、

旅行業、風力発電業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,486百万円には、セグメント間取引消去△107百万円、棚卸資産

の調整額△1,536百万円、固定資産の調整額161百万円が含まれております。  

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

  

  

石油事業 

   

  

石油化学事業

  

  

石油開発事業

  

  

その他 

(注)１  

  

調整額 

(注)２  

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注)３ 

売上高 

外部顧客への売上高  609,191  3,435 8,334  6,022  － 626,983

セグメント間の内部売上高

又は振替高  
7,702   4,423 8,078    10,165  △30,369  －

計 616,894   7,858   16,412   16,188  △30,369   626,983

セグメント利益   9,196   174   8,799   292   △3,277   15,184

  

  

  

石油事業 

   

  

石油化学事業

  

  

石油開発事業

  

  

その他 

(注)１  

  

調整額 

(注)２  

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注)３ 

売上高 

外部顧客への売上高  693,875  3,279 13,971  4,219  － 715,346

セグメント間の内部売上高

又は振替高  
5,977  3,005  5,915    7,321  △22,219  －

計 699,852   6,285   19,887   11,541  △22,219   715,346

セグメント利益又は損失（△）   18,355   1,381   13,194   △77   △1,486   31,368
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

（注） 当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。  

  

該当事項はありません。 

 (1) 決算日後の状況 

   特記事項はありません。 

 (2) 訴訟 

当社は、平成７年度から平成10年度における防衛庁（現防衛省）への石油製品納入に係る入札に関し、平成17

年12月に国から不当利得返還請求訴訟を提起され、平成23年６月27日に東京地方裁判所の判決において、1,915

百万円及び年５分の割合による利息の支払いを命じられました。なお、当社はこの判決に対し、平成23年７月11

日に東京高等裁判所に控訴を提起しました。  

当社千葉製油所における京葉シーバース海底埋設原油配管浮上に係る損害賠償請求訴訟の件につきましては、

当第１四半期連結会計期間中、東京地方裁判所において２回の期日が開かれ、現在審理中であります。 

（１株当たり情報）

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

(1)１株当たり四半期純利益金額（円）  4.06  15.32

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  3,438  12,981

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  3,438  12,981

普通株式の期中平均株式数（千株）  847,090  847,072

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額（円）  3.92  －

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  29,154  －

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月２日

コスモ石油株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 横井 直人  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小林 雅彦  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 高﨑  博   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコスモ石油株式

会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コスモ石油株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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